
＜第７条第１項関係＞ 

別紙様式第１号（新規拠出金の拠出申込み） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  全国土地改良事業団体連合会長 殿 

 

 

○○県土地改良事業団体連合会 

会長 

 

 

    年度 新規土地改良施設維持管理適正化資金（整備補修事業（一般型）） 

      の拠出申込み及び拠出金の拠出について 

 

 

このことについて、全国土地改良事業団体連合会土地改良施設維持管理適正化資金拠出

約款第３条に基づき、下記及び別紙のとおり資金の拠出申込みを行い、拠出金を拠出します。 

 

                    記 

                  

（拠出金の明細） 
                                  （単位：千円） 

加入年度別 

拠出金明細 

年度 〃 〃 〃 〃 
計 

地方連合会会員等拠出金 
      

地方公共団 

体 補 助 金 

都道府県       

       

合    計       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式-1



 

 

別紙 

  年度新規土地改良施設維持管理適正化資金（整備補修事業（一般型））の拠出明細書 

○○県土地改良事業団体連合会 
土地改良区

等 

団   体   

名 

事 業 

加 入 施 設 
診断実績 整 備 

補 修 

の内容 

左 の 年 次 別 実 施 計 画  

拠出金 備 考 

施設名 数量 
定期・要請

機能保全計

画の別 

実施 

回数 
初年度 

第 2 年

度 

第 3 年

度 

第 4 年

度 

第 5 年

度 

      千円 千円 千円 千円 千円   

             

             

○○改良区

計 

            

             

             

             

             

             

             

             

             

○○県計             

 

様式-2



＜第７条第１項関係＞                              

別紙様式第１号の２（新規拠出金の拠出申込み） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  全国土地改良事業団体連合会長 殿 

 

○○県土地改良事業団体連合会 

会長 

 

  年度 新規土地改良施設維持管理適正化資金（整備補修事業（連携管理保全型）） 

の拠出申込み及び拠出金の拠出について 

 

 

 

このことについて、全国土地改良事業団体連合会土地改良施設維持管理適正化資金拠出

約款第３条に基づき、下記及び別紙のとおり資金の拠出申込み（事業費）をし、拠出金を拠

出します。 

 なお、別途、全国土地改良事業団体連合会が財政融資資金貸付金利に基づき定める拠出金

（利息相当）については、細則第７条の第３項に基づく通知のとおり、拠出します。 

 

                    記 

 

 

 拠出金（事業費）の内訳 
                  （単位：円） 

  同左内訳  

 拠出金（事業費） 地方連合会会員等拠

出金（事業費） 
都道府県補助金   備 考 

初 年 度     

第 2 年度     

第 3 年度     

第 4 年度     

第 5 年度     

    計     

 

 

 

（施行注意） 

 防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改める。 

 

 

 

 

様式-3



 

別紙 

 

    年度新規土地改良施設維持管理適正化資金（整備補修事業（連携管理保全型）） 

地元拠出金（事業費）の明細書 

 

○○県土地改良事業団体連合会 

土地改良区

等 

団   体   

名 

事 業 

加 入 施 設 
診断実績 

施 設  

整 備 

の内容 

左 の 年 次 別 実 施 計 画 地元拠出金 

(事業費） 

単年度均等 

※ 
 

施設名 数量 
定期・要請

機能保全計

画の別 

実施 

回数 
初年度 

第 2 年

度 

第 3 年

度 

第 4 年

度 

第 5 年

度 

      千円 千円 千円 千円 千円 千円 

            

            

○○改良区

計 

           

            

            

            

            

            

            

            

            

○○県計            

            

※地元拠出金単年度均等の欄には拠出金（事業費）の額を千円単位で記載する。 
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＜第７条第２項関係＞ 

別紙様式第２号（新規分の拠出金額の決定通知） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

  年度 新規土地改良施設維持管理適正化資金（整備補修事業（一般型）） 

の拠出金の額の決定について 

 

 

 

年   月   日付け 第   号をもって拠出申込みのあったことについ

ては、下記のとおり決定したので通知します。 

 

 

 

 

記 

 

 

 

 

金           千円也 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式-5



＜第７条第２項関係＞                              

別紙様式第２号の２（新規分の拠出金額の決定通知）  

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

  年度 新規土地改良施設維持管理適正化資金（整備補修事業（連携管理保全型）） 

の拠出金（事業費）の額の決定について 

 

 

 

年   月   日付け 第   号をもって拠出申込み（事業費）のあったこ

とについては、下記のとおり決定したので通知します。 

 

 

 

記 

 
                                   （単位：円） 

  
拠出金 

（事業費） 

 

同左内訳  

備考 地方連合会会員等 

拠出金（事業費） 

都道府県補助金 

初年度     

    第2年度     

    第3年度     

    第4年度     

    第5年度     

     計     

 

 

 

（施行注意） 

 防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改める。 

 

 

 

 

 

 

様式-6



 

＜第７条第３項関係＞                              

別紙様式第２号の３（新規分の拠出金額（利息相当）の決定通知） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

  年度 新規土地改良施設維持管理適正化資金（整備補修事業（連携管理保全型）） 

の拠出金（利息相当）の額の決定について 

 

 

このことについて、財政融資資金貸付金利に基づく拠出金（利息相当）を下記のとおり決

定したので通知します。 

  

 

記 

 
                             （単位：円） 

 拠出金 
（利息相当） 

 

備考 

初年度   

    第2年度   

    第3年度   

    第4年度   

    第5年度   

     計   

 

 

 

（施行注意） 

 防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改める。 

 

様式-7



＜第８条第１項関係＞ 

別紙様式第３号（交付金交付目標額の通知） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

 年度整備補修事業（一般型）交付金の交付目標額の通知について 

 

 

このことについては、下記のとおり交付目標額を設定したので、通知します。 

 

                  記 

 

 
                          （単位：円） 

加入年度 交 付 目 標 額 

年度  

〃  

〃  

〃  

〃  

計  
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＜第８条第１項関係＞ 

別紙様式第３号の２（交付金交付目標額の通知） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

  年度整備補修事業（連携管理保全型）交付金の交付目標額の通知について 

 

 

このことについては、下記のとおり交付目標額を設定したので、通知します。 

 

 

 

記 

 
                          （単位：円） 

加入年度 交 付 目 標 額 

年度  

〃  

〃  

〃  

〃  

計  

 
 
 
 
（施行注意） 
 防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改める。 

様式-9



＜第９条第１項関係＞ 

別紙様式第４号（事業実施計画の変更協議） 

       

番     号 

年  月  日 

 

  全国土地改良事業団体連合会長 殿 

 

○○県土地改良事業団体連合会 

会長 

 

   年度注）1整備補修事業（一般型）事業実施計画の変更について(協議) 

 

 

年   月   日付け   第   号で同意のあった事業実施計画について

（   年度加入（  期生）、施設名：          ）注）2変更の必要が生じたの

で、下記関係書面を添付のうえ協議致します。 

 

記 

 

 

１．変更理由書 

２．年度別実施変更計画書 

３．変更後の施設に係る事業費内訳（事業費） 

４．変更後の施設の施工に係る施設の位置図注）3（４～７） 

５．変更後の施設に係る現状写真 

６．加入施設調書 

７．土地改良施設の診断・管理指導結果調書 

８．その他 

 

（施行注意） 

 整備補修事業（連携管理保全型）、防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改

める。 

 

注）  1 表題の年度は、事業実施年度を記入する。 

2 対象施設が複数ある場合は、連記する。 

3 4 から 7 までの書面については、対象施設の変更

を行う場合に限り、添付する。なお、7 について

は、事業実施計画の策定以降に改めて診断した場

合に添付する。 

様式-10



〈
第

９
条

第
1
項

関
係

〉
別

紙
様

式
第

４
号

添
付

の
年

度
別

実
施

変
更

計
画

書

○
○

県
土

地
改

良
事

業
団

体
連

合
会

土
地

改
 
変

更
前

良
区

等
 
後

の
区

造
成

造
成

実
施

実
施

団
体

名
　

分
主

体
年

度
回

数
年

度
計

　
　
 
回

　
 
千

円
　

 
千
円

　
 
千

円
　

 
千

円
　

 
千

円
　

 
千

円

（
注

）
１

　
変

更
が

生
じ

た
箇

所
に

は
下

線
を

付
す

こ
と

。
２

　
「

変
更

等
の

理
由

」
欄

に
は

必
要

性
等

を
具

体
的

に
記

載
す

る
こ

と
。

備
考

数
量

事
業

加
入

施
設

変
更

前

変
更

後

定
期

要
請

機
能

保
全

計
画

の
別

緊
急

整
備

補
修

変
更

前

変
更

後

年
度

　
整

備
備

補
修

事
業

（
一

般
型

）
実

施
変

更
計

画
書

整
備

補
修

の
内

容
年

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

度

左
の
実

施
予

定
年

度
別

事
業

費
診

　
断

　
実

　
績

加
入

年
度

施
設

名

変
更

等
の

理
由

 
 
「

設
」

、
３

の
一

部
更

新
で

あ
る

場
合

に
は

「
更

」
と

記
載

す
る

。
３

　
「

備
考

」
欄

に
は

、
整

備
補

修
の

内
容

が
土

地
改

良
施

設
維

持
管

理
事

業
適

正
化

事
業

実
施

要
領
の

別
紙

１
の

２
の

設
備

改
善

で
あ

る
場

合
に

は
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＜
第

９
条

第
１

項
関

係
＞
 

 
別

紙
様

式
第

４
号

添
付

 
加

入
施
設

調
書
 

様
式

－
ダ

ム
 

適
 
正

 化
 事

 
業
 
・

 新
 規

 
加

 
入
 
施

 設
 調

 
書
 

 

1
．

ダ
ム

の
施

設
名

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（

 
 

 
年

度
、

 
 

期
生

）
 

2
．

造
成

主
体

：
国

営
、

県
営
、

団
体
営

、
そ

の
他

（
 

 
 

 
 
）

 
 

 
 

管
理

主
体

：
土
地

改
良

区
（

連
合

）、
市

町
村
、

そ
の

他
（

 
 

 
 

 
）
 

3
．

造
成

（
完

成
）

年
月

：
 
 

 
 
年

 
 

 
月
 

4
．

適
正

化
加

入
事

業
費

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

千
円
 

5
．

施
設

の
受

益
面

積
：

 
 
 

 
 
 

 
 

h
a 

 
 

 
 

 
 
最

大
取

水
量

：
 

 
 

 
  

 
m
３
／

s
ec
 

6
.
 
治
水

協
定

ダ
ム

等
該

当
状
況

：
 
 

 
 

 
□

治
水

協
定

ダ
ム
 

 
□

農
地

防
災

ダ
ム

 

7
．

施
設

の
規

模
・

構
造
 

 
規

 
 
 

模
 

 
・

 
 

構
 

 
 
造
 

総
貯

水
量

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
ｍ

３
 

堤
体
 

型
式

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
式
 

 
 

堤
長

 
 

 
 

 
m 

 
 

 
堤

高
 

 
 
 

 
m 

余
水

吐
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
式
 

 
 

延
長

 
 

 
 

 
m 

 
 

 
高

さ
 

 
 
 

 
m 

取
水

設
備

 

取
水

塔
：

高
さ

 
 

 
 

 
m 

ｹ
ﾞ
ｰ
ﾄ
の
種

類
：

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
門

数
：
 

 
 

 
門
 

ｹ
ﾞ
ｰ
ﾄ
の
種

類
：

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
門

数
：
 

 
 

 
門
 

取
水

ｹ
ﾞｰ
ﾄ
の
種

類
－

1：
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
式

 
 
 

 
門

数
：

 
 

 
 

門
 

取
水

ｹ
ﾞｰ
ﾄ
の
種

類
－

2：
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
式

 
 
 

 
門

数
：

 
 

 
 

門
 

放
水

設
備

 
ｹ
ﾞ
ｰ
ﾄ
の
種

類
：

 
 

 
 

  
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
式

 
 
 

 
門

数
：

 
 

 
 

門
 

洪
水

吐
 

型
式

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

越
流

幅
 

 
 

 
 m
 

 
 

 
 
越

流
水

深
 

 
 

 
 
m 

ｹ
ﾞ
ｰ
ﾄ
の
種

類
：

 
 

 
 

  
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
式

 
 
 

 
門

数
：

 
 

 
 

門
 

開
閉

装
置

 
機

械
式
（

ﾓ
ｰﾀ
ｰ
 
 

 
 

㎾
）

×
 
 

 
 

台
 

 
 

 
 

油
圧
式

 
 

 
 

 
手

動
式

 

電
気

設
備

 
機

側
操
作

盤
（

ｹ
ﾞｰ
ﾄ
操
作

室
内

）
 
 

 
遠

隔
操

作
盤

（
管

理
棟
内

）
 

 
 

そ
の

他
（

 
 
 

 
 

 
 

 
）
 

監
視

設
備

等
 

水
位

計
 

 
 

テ
レ

ビ
カ

メ
ラ

 
 
 

通
信

設
備

 
 

 
 

情
報
処

理
設

備
 

そ
の

他
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様
式

－
頭

首
工
 

適
 
正

 化
 事

 
業
 
・

 新
 規

 
加

 
入
 
施

 設
 調

 
書
 

 

1
．
頭

首
工

の
施

設
名

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 （

 
 
 

年
度
、
 
 

期
生
）
 

2
．

造
成

主
体

：
国

営
、

県
営
、

団
体
営

、
そ

の
他

（
 

 
 

 
 
）

 
 

 
 

管
理

主
体

：
土
地

改
良

区
（

連
合

）、
市

町
村
、

そ
の

他
（

 
 

 
 

 
）
 

3
．

造
成

（
完

成
）

年
月

：
 
 

 
 
年

 
 

 
月
 

4
．

適
正

化
加

入
事

業
費

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

千
円
 

5
．

施
設

の
受

益
面

積
：

 
 
 

 
 
 

 
 

h
a 

 
 

 
 

 
 
最

大
取

水
量

：
 

 
 

 
  

 
m
３
／

s
ec
 

6
．

施
設

の
規

模
・

構
造
 

全
体

堰
長

：
 

 
 

 
 

 
ｍ

（
う
ち

固
定

部
堰

長
 

 
 

m
×
堰

高
 

 
 

m
、
可

動
部

堰
長
 

 
 

m×
堰
高

 
 
 

m
）
 

 

区
分
 

可
動

堰
種

類
 

ゲ
ー

ト
種

類
 

ｹ
ﾞ
ｰ
ﾄ
巾
×

高
 

m
 

門
 

数
 門
 

開
 

 閉
 

 装
  

置
 

電
動

機
 ㎾

 
備

 
 
考
 

機
 
械

 式
 

油
 
圧

 式
 

人
 
力
 

洪
水

吐
ゲ

ー
ト

 
 

 
 

 
 

 
 

 

土
砂

吐
ゲ

ー
ト

 
 

 
 

 
 

 
 

 

取
水

口
ゲ

ー
ト

 
 

 
 

 
 

 
 

 

そ
の

他
（

 
 

 
）

ゲ
ー

ト
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

電
 

気
 

設
 

備
 

 

操
作

設
備

 
機

側
操
作

盤
（

ｹ
ﾞｰ
ﾄ
操
作

室
内

）
 
 

 
遠

隔
操

作
盤

（
管

理
棟
内

）
 

 
 

そ
の

他
（

 
 
 

 
 

 
 

 
）
 

監
視

設
備

等
 
水

位
計
 

 
 

テ
レ

ビ
カ

メ
ラ

 
 
 

通
信

設
備

 
 

 
 

情
報
処

理
設

備
 

発
動

・
発

電
装

置
 

 

そ
 

 
 

の
 

 
 

他
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様
式

－
揚

水
機

場
 

適
 
正

 化
 事

 
業
 
・

 新
 規

 
加

 
入
 
施

 設
 調

 
書
 

 

1
．
揚

水
機

場
の

施
設

名
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 （

 
 
 

年
度
、
 
 

期
生
）
 

2
．

造
成

主
体

：
国

営
、

県
営
、

団
体
営

、
そ

の
他

（
 

 
 

 
 
）

 
 

 
 

管
理

主
体

：
土
地

改
良

区
（

連
合

）、
市

町
村
、

そ
の

他
（

 
 

 
 

 
）
 

3
．

造
成

（
完

成
）

年
月

：
 
 

 
 
年

 
 

 
月
 

4
．

適
正

化
加

入
事

業
費

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

千
円
 

5
．

施
設

の
受

益
面

積
：

 
 
 

 
 
 

 
 

h
a 

 
 

 
 

 
 
最

大
取

水
量

：
 

 
 

 
  

 
m
３
／

s
ec
 

6
．

施
設

の
規

模
・

構
造
 

 

仕
様
 

機
別
 

種
 

類
 

口
 

径
 

m
m
 

全
 
揚

 高
 m
 

回
転

数
 

m
i
n
-
1  

吐
 
出

 量
 

m
３
/
m
i
n 

台
 

数
 

原
 

 
動

 
 

機
 

備
 

 
考
 

ﾓ
ｰ
ﾀ
ｰ
・
ｴ
ﾝ
ｼ
ﾞﾝ
別
 

㎾
・

P
S 

回
転

数
mi

n-
1
 

主
ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

補
助
機
器
類
 

・
 

配
電
設
備
等
 

高
圧

受
電

設
備

 
 

 
低

圧
受

電
設
備
 

 

 

上
屋
の
構
造
 

 

運
転

方
式
 

手
動

操
作

 
 

一
人

制
御

（
連

動
操
作

）
 

 
ｵ
ﾝ
－
ｵ
ﾌ
制
御

（
設
定

値
制

御
）

 
 

自
動

制
御
（

ﾌ
ｨｰ
ﾄ
ﾞ
ﾊﾞ
ｯ
ｸ制

御
）
 

操
作

場
所
 

機
側

操
作

 
 

遠
隔

操
作

 
 

遠
方
操

作
 

そ
の

他
 

付
帯

設
備
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様
式

－
排

水
機

場
 

適
 
正

 化
 事

 
業
 
・

 新
 規

 
加

 
入
 
施

 設
 調

 
書
 

 

1
．
排

水
機

場
の

施
設

名
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 （

 
 
 

年
度
、
 
 

期
生
）
 

2
．

造
成

主
体

：
国

営
、

県
営
、

団
体
営

、
そ

の
他

（
 

 
 

 
 
）

 
 

 
 

管
理

主
体

：
土
地

改
良

区
（

連
合

）、
市

町
村
、

そ
の

他
（

 
 

 
 

 
）
 

3
．

造
成

（
完

成
）

年
月

：
 
 

 
 
年

 
 

 
月
 

4
．

適
正

化
加

入
事

業
費

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

千
円
 

5
．

施
設

の
流

域
面

積
：

 
 
 

 
 
 

 
 

h
a 

 
 

 
 

 
 
最

大
取

水
量

：
 

 
 

 
  

 
m
３
／

s
ec
 

6
．

施
設

の
規

模
・

構
造
 

 

仕
様
 

機
別
 

種
 

類
 

口
 

径
 

m
m
 

全
 
揚

 高
 m
 

回
転

数
 

m
i
n
-
1  

吐
 
出

 量
 

m
３
/
m
i
n 

台
 

数
 

原
 

 
動

 
 

機
 

備
 

 
考
 

ﾓ
ｰ
ﾀ
ｰ
・
ｴ
ﾝ
ｼ
ﾞﾝ
別
 

㎾
・

P
S 

回
転

数
mi

n
-
1
 

主
ﾎ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

補
助
機
器
類
 

・
 

配
電
設
備
等
 

高
圧

受
電

設
備

 
 

 
低

圧
受

電
設
備
 

 

 

上
屋
の
構
造
 

 

運
転

方
式
 

手
動

操
作

 
 

一
人

制
御

（
連

動
操
作

）
 

 
ｵ
ﾝ
－
ｵ
ﾌ
制
御

（
設
定

値
制

御
）

 
 

自
動

制
御
（

ﾌ
ｨｰ
ﾄ
ﾞ
ﾊﾞ
ｯ
ｸ制

御
）
 

操
作

場
所
 

機
側

操
作

 
 

遠
隔

操
作

 
 

遠
方
操

作
 

そ
の

他
 

付
帯

設
備
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 様
式

－
用

排
水

路
 

適
 
正

 化
 事

 
業
 
・

 新
 規

 
加

 
入
 
施

 設
 調

 
書
 

 

1
．
用

排
水

路
の

施
設

名
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 （

 
 
 

年
度
、
 
 

期
生
）
 

2
．

造
成

主
体

：
国

営
、

県
営
、

団
体
営

、
そ

の
他

（
 

 
 

 
 
）

 
 

 
 

管
理

主
体

：
土
地

改
良

区
（

連
合

）、
市

町
村
、

そ
の

他
（

 
 

 
 

 
）
 

3
．

造
成

（
完

成
）

年
月

：
 
 

 
 
年

 
 

 
月
 

4
．

適
正

化
加

入
事

業
費

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

千
円
 

5
．

施
設

の
受

益
（

流
域

）
面
積

：
 
 

 
 

 
 

 
 

h
a 

 
 
 

 
 

 
最

大
取

水
量

：
 
 

 
 

  
 

m
３
／

s
ec
 

6
．

施
設

の
規

模
・

構
造
 

 

区
 

 
分
 

規
 

 
模

 
 

等
 

標
 

 
準

 
 

断
 

 
面

 
 

図
 

水
路

型
式

 
 

 

水
路

延
長

 
m
 

幅
員
 

m
～

 
 

 
m 

高
さ
 

m
～

 
 

 
m 

水
路

勾
配

 
 

 
 
 

／
 

 
 

～
 

 
 

／
 
 
 

適
正

化
事

業
 

補
修

整
備

延
長

距
離
 

  

m
 

そ
の

他
 

・
 

付
帯

施
設

等
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様
式

－
樋

水
門
 

適
 
正

 化
 事

 
業
 
・

 新
 規

 
加

 
入
 
施

 設
 調

 
書
 

 

1
．
樋

水
門

の
施

設
名

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 （

 
 
 

年
度
、
 
 

期
生
）
 

2
．

造
成

主
体

：
国

営
、

県
営
、

団
体
営

、
そ

の
他

（
 

 
 

 
 
）

 
 

 
 

管
理

主
体

：
土
地

改
良

区
（

連
合

）、
市

町
村
、

そ
の

他
（

 
 

 
 

 
）
 

3
．

造
成

（
完

成
）

年
月

：
 
 

 
 
年

 
 

 
月
 

4
．

適
正

化
加

入
事

業
費

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

千
円
 

5
．

施
設

の
受

益
面

積
：

 
 
 

 
 
 

 
 

h
a 

 
 

 
 

 
 
最

大
取

水
量

：
 

 
 

 
  

 
m
３
／

s
ec
 

6
．

施
設

の
規

模
・

構
造
 

 

ゲ
ー

ト
の

種
類

 
ｹ
ﾞ
ｰ
ﾄ
巾
×

高
 

m
 

門
 

数
 門

 

開
 

 閉
 

 装
  

置
 

電
動

機
 ㎾

 
備

 
 
考
 

機
 
械

 式
 

油
 
圧

 式
 

人
 
力
 

  

 
 

 
 

 
 

 

  

 
 

 
 

 
 

 

  

 
 

 
 

 
 

 

  電
 

気
 

設
 

備
 

 

操
作

設
備

 
機

側
操
作

盤
（

ｹ
ﾞｰ
ﾄ
操
作

室
内

）
 
 

 
遠

隔
操

作
盤

（
管

理
棟
内

）
 

 
 

そ
の

他
（

 
 
 

 
 

 
 

 
）
 

監
視

設
備

等
 
水

位
計
 

 
 

テ
レ

ビ
カ

メ
ラ

 
 
 

通
信

設
備

 
 

 
 

情
報
処

理
設

備
 

そ
 

 
 

の
 

 
 

他
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様
式

－
た

め
池
 

適
 
正

 化
 事

 
業
 
・

 新
 規

 
加

 
入
 
施

 設
 調

 
書
 

 

1
．
た

め
池

の
施

設
名

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 （

 
 
 

年
度
、
 
 

期
生
）
 

2
．

造
成

主
体

：
国

営
、

県
営
、

団
体
営

、
そ

の
他

（
 

 
 

 
 
）

 
 

 
 

管
理

主
体

：
土
地

改
良

区
（

連
合

）、
市

町
村
、

そ
の

他
（

 
 

 
 

 
）
 

3
．

造
成

（
完

成
）

年
月

：
 
 

 
 
年

 
 

 
月
 

4
．

適
正

化
加

入
事

業
費

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

千
円
 

5
．

施
設

の
受

益
面

積
：

 
 
 

 
 
 

 
 

h
a 

 
 

 
 

 
 
最

大
取

水
量

：
 

 
 

 
  

 
m
３
／

s
ec
 

6
.
 
治
水

協
定

ダ
ム

等
該

当
状
況

：
 
 

 
□

防
災

重
点

農
業

用
た
め

池
 

 
□

治
水

協
定

ダ
ム
 

 
□

農
地

防
災

ダ
ム

 

7
．

施
設

の
規

模
・

構
造
 

 

 
規

 
 
 

模
 

 
・

 
 

構
 

 
 
造
 

総
貯

水
量

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
ｍ

３
 

堤
体
 

型
式

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
式
 

 
 

堤
長

 
 

 
 

 
m 

 
 

 
堤

高
 

 
 
 

 
m 

 
 

 
天

端
幅

 
 
 

 
 
m 

洪
水

吐
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
式
 

 
 

延
長

 
 

 
 

 
m 

 
 

 
高

さ
 

 
 
 

 
m 

 
 

 
 

幅
員

 
 
 

 
 
m 

取
水

塔
 

高
さ

 
 

 
 

m 
 
 

 
ｹﾞ
ｰ
ﾄ
の

種
類

：
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

門
数
：

 
 

 
 

門
 

取
水

樋
門

 

斜
樋

長
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

m
 （

材
質

：
 

 
 
 

 
 

 
 

 
）

 
 

 
管
径

：
 

 
 

 
 
 

ｹ
ﾞ
ｰ
ﾄ
の
種

類
：

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

底
樋

長
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

m
 （

材
質

：
 

 
 
 

 
 

 
 

 
）
 

開
閉

装
置

 
機

械
式
（

ﾓ
ｰﾀ
ｰ
 
 

 
 

㎾
）

 
 
 

 
 

手
動

式
 

電
気

設
備

 
機

側
操
作

盤
（

ｹ
ﾞｰ
ﾄ
操
作

室
内

）
 
 

 
遠

隔
操

作
盤

（
管

理
棟
内

）
 

 
 

そ
の

他
（

 
 
 

 
 

 
 

 
）
 

監
視

設
備

等
 

水
位

計
 

 
 

テ
レ

ビ
カ

メ
ラ

 
 
 

通
信

設
備

 
 

 
 

情
報
処

理
設

備
 

そ
の

他
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様
式

－
畑

か
ん

 
適

 
正

 
化

 
事

 
業

 
・

 
新

 
規

 
加

 
入

 
施

 
設

 
調

 
書

 
 1
．

畑
か

ん
の

施
設

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
  
 
  
 
  
 （

 
 

 
年

度
、

 
 

期
生

）
 

2
．

造
成

主
体

 
 
  
  
：

下
記

参
照

 
 

 
 

 
 

管
理

主
体

：
土

地
改

良
区

（
連

合
）

、
市

町
村

、
そ

の
他

（
 

 
 

 
 

）
 

3
．

造
成

（
完

成
）

年
：

下
記

参
照

 
4
．

適
正

化
加

入
事

業
費

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

千
円

 
5
．

施
設

の
受

益
面

積
：

 
 

 
 

 
 

 
 

h
a
 

6
．

施
設

の
規

模
・

構
造

 
 （

１
）

揚
水

機
場

、
中

継
加

圧
機

場
 

仕
  
 様

 
機

 
場

 
名

 
造

成
 

主
体

 
造

成
 

年
度

 
種

 
  
 

 
類

 
（

ポ
ン

プ
型

式
名

）
 

口
径

 
 
 
 
 m

m
 

全
 
揚

 
程

 
実

 
揚

 
程

m
 
回

転
数

 
 m

i
n
-
1
 

最
大

揚
水

量
 

 
 ㎥

/
m
i
n
 

原
 

 
 

動
 

 
 

機
 

附
帯

施
設

等
 

 
型

 
式

 
名

 
㎾

・
P
S
 

回
転

数
m
i
n
-
1
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

（
２

）
管

水
路

 

 
幹

 
支

 
線

 
名

 
規

 
 

 
 

 
模

 
 

 
 

 
等

 

水
路

延
長

(
m
)
 

口
 
径

(
m
m
)
 

管
 

 
種

 
通

水
量

(
㎥

/
s
)
 

そ
の

他
・

附
帯

施
設

等
（

空
気

弁
、

排
泥

弁
、

制
水

弁
、

流
量

計
等

）
 

  
  
 
  
 
  
 
  
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

  
  

 
注

）
標

準
断

面
図

等
は

必
要

に
応

じ
て

添
付

す
る

こ
と

 
 （

３
）

フ
ァ

ー
ム

ポ
ン

ド
 

名
 

 
 

称
 

規
 

 
模

 
 

・
 

 
構

 
 

造
 

 
等

 

有
効

貯
水

量
(
㎥

)
 

構
 

 
造

 
内

径
寸

法
(
m
)
 

有
効

水
深

(
m
)
 

そ
の

他
附

帯
設

備
(
電

気
設

備
、

監
視

設
備

等
)
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
注

）
「

規
模

・
構

造
等

」
の

「
構

造
」

に
は

、
R
C
、

P
C
、

鋼
製

、
ラ

イ
ニ

ン
グ

構
造

等
を

記
入

す
る

。
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＜第９条第１項関係＞ 

 別紙様式第４号添付 土地改良施設の診断・管理指導結果調書 

 

土地改良施設の診断・管理指導結果調書 

 

１ 診断・管理指導及び対象施設の概要 

土地改良区等名  

種 目  種 類  

区 分 定  期 ・ 要  請 診断年月日    年   月   日 

診断者氏名 
 

 
立 会 人 ・ 職 ・ 氏 名 

 

 

（記載要領）
注）

 

１ 「種目」欄には、例えば、ダム、頭首工、用水機、排水機等を記載すること。 

２ 「種類」欄には、種目にしたがって、○○ダム、△△頭首工等を記載すること。 

３ 「区分」欄には、「定期」又は「要請」のいずれかを○で囲むこと。 

２ 施設別診断・管理指導所見 

診断・管理 

指 導 項 目 
所                 見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載要領）
注）

 

１ 「診断・管理指導項目」欄には、種類ごとに、管理専門指導員が行った具体的な診断の

内容について、別添の「土地改良施設診断の評価基準」の評価基準の区分に従い記載する。 

２ 「所見」欄には、診断・管理指導項目ごとに、別添の「土地改良施設診断の評価基準」

の評価基準の区分に従い、その留意、改善すべき事項及び評価点に基づく緊急度（ｋ１～

ｋ４）等を記載する。 

 

３ 総合所見 

 

 

 

 

（記載要領）
注）

 

当該土地改良区等の土地改良施設の管理方法について、総合的な所見(留意、改善すべき事

項等)を記載する。 

 

 

 

注）上記１から３の項目の記載要領は、提出時に消去のこと。 
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＜第９条第２項関係＞ 

別紙様式第５号（交付金の交付団体の名称変更届） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  全国土地改良事業団体連合会長 殿 

 

○○県土地改良事業団体連合会長 

会長 

 

   年度注）整備補修事業（一般型）交付金の交付団体の名称変更について（届出） 

 

 

 

年   月   日付け   第   号で通知のあった交付金の交付決定につ

いて交付団体の名称に変更があったので、下記関係書面を添付のうえ届出します。 

 

 

 

 

記 

 

１．変更内容 

 

（１）名 称 

 

区   分 団 体 名 称 

変 更 前  

変 更 後  

 

（２）理 由 

 

 

 

（施行注意） 

 整備補修事業（連携管理保全型）、防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改

める。 

 

 

 

注）表題の年度は、事業実施年度を記入する。 

様式-21



＜第９条第３項関係＞ 

別紙様式第６号（事業実施計画の変更届） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  全国土地改良事業団体連合会長 殿 

 

○○県土地改良事業団体連合会長 

会長 

 

  年度注）1整備補修事業（一般型）事業実施計画の変更について（届出） 

 

 

年   月   日付け   第   号で同意のあった事業実施計画（   年

度加入（  期生）、施設名：     ）注）2 に変更があったので、下記関係書面を

添付のうえ届出します。 

 

 

記 

 

 

１．変更理由書 

 

２．年度別実施変更計画書 

（別紙様式第４号添付の年度別実施変更計画書） 

 

３．変更後の施設に係る事業費内訳 

 

４．土地改良施設の診断・管理指導結果調書注）3 

 

 

（施行注意） 

 整備補修事業（連携管理保全型）、防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改

める。 

 

 

 

注）1 表題の年度は、届出の年度を記入する。 

2 対象施設が複数ある場合は、連記する。 

3 ４については、事業実施計画の策定以降に改め

て診断した場合に添付する。 
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＜第９条第４項関係＞ 

別紙様式第７号（事業実施計画の変更協議同意通知） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

 

     年度注）1整備補修事業（一般型）事業実施計画の変更について（同意） 

  

 

年   月   日付け  第   号で協議のあった事業実施計画の変更につい

て（   年度加入（  期生）、施設名：        ）注）2は、同意します。 

 

 

 

 

（施行注意） 

 整備補修事業（連携管理保全型）、防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）1 表題の年度は、事業実施年度を記入する。 

2 対象施設が複数ある場合は連記する。 
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＜第９条第５項関係＞ 

別紙様式第８号（緊急整備補修の協議） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  全国土地改良事業団体連合会長 殿 

 

○○県土地改良事業団体連合会 

会長 

 

  年度注）整備補修事業（一般型）（緊急整備補修）について(協議) 

 

 

 

このことについて下記関係書面を添付のうえ協議いたします。 

 

 

 

記 

 

 

１．緊急整備補修理由書 

２．年度別実施変更計画書 

３．緊急整備補修対象施設に係る事業費内訳（事業費） 

４．緊急整備補修対象施設の位置図 

５．緊急整備補修対象施設に係る現況写真 

６．加入施設調書 

７．土地改良施設の診断・管理指導結果調書 

 

 

 

 

 

 

 

注）表題の年度は、協議年度を記入する。 
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＜第９条第６項関係＞ 

別紙様式第８号の２（緊急整備補修協議同意通知） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

 

  年度注）整備補修事業（一般型）（緊急整備補修）について（同意） 

 

 

 

年   月   日付け  第   号で協議のあった整備補修事業（一般型）

（緊急整備補修）については、同意します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）表題の年度は、協議年度を記入する。 
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＜第１０条関係＞ 

別紙様式第９号（拠出金に係る賦課金の賦課及び納入通知） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

  年度 整備補修事業（一般型）特別賦課金の賦課及び納入通知について 

 

 

全国土地改良事業団体連合会土地改良施設維持管理適正化資金拠出約款第４条の規定に

よる拠出金を、全国土地改良事業団体連合会定款第１３条第３項の規定に基づき、下記１の

とおり賦課します。 

追って、この賦課金は、下記２及び３により指定の期日までに指定の金融機関に振込んで

くださるようお願いします。 

 

 

記 

 

 

１．     年度整備補修事業（一般型） 

特別賦課金         金            円 

 

 

内 訳 

 (1) 事業費賦課金            円 

 

（加入年度別内訳） 

年度加入分        円 

年度加入分        円 

年度加入分        円 

年度加入分        円 

年度加入分        円 

 

 (2) 事務費賦課金            円 
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２．納付期限      年   月   日 

 

 

３．振込指定金融機関 

 (1) 金融機関 

     

金融機関名 預金種目 口座番号 

   

   

   

 

 

 (2) 預金口座名義人 

    全国土地改良事業団体連合会 
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＜第１０条関係＞ 

別紙様式第９号の２（拠出金に係る賦課金の賦課及び納入通知） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

  

 

 年度 整備補修事業（連携管理保全型） 

特別賦課金の賦課及び納入通知について 

 

 

全国土地改良事業団体連合会土地改良施設維持管理適正化資金拠出約款第４条の規定に

よる拠出金を、全国土地改良事業団体連合会定款第１３条第３項の規定に基づき、下記１の

とおり賦課します。 

追って、この賦課金は、下記２及び３により指定の期日までに指定の金融機関に振込んで

くださるようお願いします。 

 

 

記 

 

 

１．   年度 整備補修事業（連携管理保全型） 

特別賦課金         金            円 

 

内 訳 

 (1) 事業費 賦課金                      円 

 

    〃 財政融資資金貸付金利に基づく利息相当    円 
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（加入年度別内訳） 

年度加入分                  円 

〃 財政融資資金貸付金利に基づく利息相当   円 

年度加入分                  円 

〃 財政融資資金貸付金利に基づく利息相当   円 

年度加入分                  円 

〃 財政融資資金貸付金利に基づく利息相当   円 

年度加入分                  円 

〃 財政融資資金貸付金利に基づく利息相当   円 

年度加入分                  円 

〃 財政融資資金貸付金利に基づく利息相当   円 

 

 (2) 事務費 賦課金               円 

  

 

２．納付期限      年   月   日 

 

 

３．振込指定金融機関 

 (1) 金融機関 

     

金融機関名 預金種目 口座番号 

   

   

   

 

 

 (2) 預金口座名義人 

    全国土地改良事業団体連合会 

 

 

 

（施行注意） 

 防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改める。 
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＜第１０条関係＞ 

別紙様式第９号の３（拠出金に係る賦課金の賦課及び納入通知（緊急整備補修）） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

年度 整備補修事業（一般型）（緊急整備補修） 

特別賦課金の賦課及び納入通知について 

 

全国土地改良事業団体連合会土地改良施設維持管理適正化資金拠出約款第４条の規定に

よる拠出金を、全国土地改良事業団体連合会定款第１３条第３項の規定に基づき、下記１

のとおり賦課します。 

追って、この賦課金は、下記２及び３により指定の期日までに指定の金融機関に振込ん

でくださるようお願いします。 

 

 

 

記 

 

 

１．   年度 整備補修事業（一般型）（緊急整備補修） 

特別賦課金     金            円 

 

内 訳 

(1) 事業費賦課金               円 

 
                 （単位：円） 

賦 課 金 区 分 金    額 

緊 急 整 備 補 修 拠 出 金  

新規加入資金拠出者拠出金  

計  
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 (2) 事務費賦課金              円 

 

 

２．納付期限       年   月   日 

 

 

３．振込指定金融機関 

 (1) 金融機関 

     

金融機関名 預金種目 口座番号 

   

   

   

 

 

 (2) 預金口座名義人 

    全国土地改良事業団体連合会 
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＜第１２条第１項関係＞ 

別紙様式第１０号（交付金交付申請書） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  全国土地改良事業団体連合会長 殿 

 

 

○○県土地改良事業団体連合会 

会長 

 

 

 年度 整備補修事業（一般型）交付金交付申請書 

 

 

このことについて、土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱第６の３により、下記のと

おり交付金の交付を申請致します。 

 

記 

 

１．交付申請額     金             円也 

 

 

（加入年度別内訳） 

                                  （単位：千円） 

 

加入年度 

 

Ａ 
交 付 目 標 額 

Ｂ 
既交付申請額 

Ｃ 
今回交付申請額 

Ａ－（Ｂ＋Ｃ） 
差 引 額 

年度     

〃     

〃     

〃     

〃     

計     

 

２．地区別交付額     別表のとおり 

 

（施行注意） 

 整備補修事業（連携管理保全型）、防災減災機能等強化対策事業にあっては、当該事業名

に改める。 
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別表 

 地区別交付額 

（単位：千円） 

加入年度別 土地改良区等団体名 事 業 費 交付予定額 

年度 
   

   

小  計    

年度 

   

   

小  計    

年度 

   

   

小  計    

年度 

   

   

小  計 
   

年度 

   

   

小  計    

合  計 地区 
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＜第１２条第１項関係＞ 

別紙様式第１０号の２（交付金交付申請書(緊急整備補修)） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  全国土地改良事業団体連合会長 殿 

 

 

○○県土地改良事業団体連合会 

会長 

 

 

年度 整備補修事業（一般型）（緊急整備補修）交付金交付申請書 

 

 

このことについて、土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱第６の３により、下記のと

おり交付金の交付を申請致します。 

 

 

記 

 

１．交付申請額                           （単位:円） 

Ａ．交付目標額 Ｂ．既交付申請額 Ｃ．今回交付申請額 差引額Ａ－（Ｂ＋Ｃ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．地区別交付額                （単位:円） 

土地改良区等団体名 事 業 費 交付予定額 
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＜第１３条第１項関係＞ 

  別紙様式第１１号（交付金の交付決定通知） 

                                                                  番     号 

                                                                  年  月  日 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

                                                  全国土地改良事業団体連合会 

                                                  会長 

 

 

                  年度 整備補修事業（一般型）交付金の交付決定について 

 

   年   月   日付け  第    号をもって申請のあった    年度 

整備補修事業（一般型）交付金を下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

                                      記 

                                                                                 

１  整備補修事業（一般型）に要する交付金は、次のとおり決定する。 

 

                               （単位：千円） 

加入年度別 交付決定額 交付申請額 

       年度   

        〃   

               〃   

               〃   

               〃   

       計   

 

 

２  実施要綱第 11 に基づき、毎年度の整備補修事業の実施結果を実施要領 13 の別紙様式７

により翌年度の４月末日までに、本会に報告しなければならない。 

 

３  適正化資金の交付を受けた者（事業実施者）は、補助金等に係る予算の執行の適正 
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化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号。以下「適化法」という。）、土地改良事業関係

補助金交付要綱（昭和 31 年８月 13 日付け 31 農地第 3966 号。）、土地改良施設維持管理

適正化事業実施要綱（昭和 52 年４月 20 日付け 52 構改Ｂ第 600 号。）及び土地改良施設維

持管理適正化事業実施要領（昭和 52 年４月 20 日付け 52 構改Ｂ第 601 号。）に従わなけれ

ばならない。 

  

４ 適正化資金の交付を受けた者（事業実施者）は、適正化事業の収入及び支出に関する帳簿

並びに全ての証拠書類を備え、適正化事業終了の翌年度から起算して５か年間整備保管し

なければならない。 

また、適正化資金の交付を受けた者（事業実施者）は、市町村からの助成の使途を明らか

にするとともに、他の経理と明確に区分し、常にその収支の状況を明らかにしなければな

らない。 

 

５ 事業実施者は、実績報告(適化法第 14 条の規定による報告をいう。)を行うに当たって、

当該補助金に係る消費税仕入控除税額(補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相

当額のうち、消費税法( 昭和 63 年法律第 108 号)に規定する仕入れに係る消費税として控

除できる部分の金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との

合計額に補助率を乗じて得た額をいう。以下同じ。)が明らかになった場合には、これを補

助金額から減額して報告しなければならない。 

 

６ 事業実施者は、実績報告の提出後に、消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入

控除税額が確定した場合には、その金額(実績報告において前記５により減額した場合にあ

っては、その金額が減じた金額を上回る部分の金額)を速やかに本会に報告するとともに、

その後の処理については本会の指示によるものとする。 

また、事業実施者は、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又

はない場合であっても、その状況等について、補助金等の額の確定の日の翌年６月 30 日ま

でに、本会に報告しなければならない。 

 

７ 県連合会は、上記４から６までを事業実施者への交付決定の際に通知し、啓発しなけれ

ばならない。 

 

 

 

（施行注意） 

  整備補修事業（連携管理保全型）、防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改

める。 
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＜第１３条第１項関係＞ 

  別紙様式第１１号の２（交付金の交付決定通知(緊急整備補修)） 

 

                                                                  番     号 

                                                                  年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

                                                  全国土地改良事業団体連合会 

                                                  会長 

 

            年度 整備補修事業（一般型）（緊急整備補修）交付金の交付決定について 

 

    年   月   日付け  第    号をもって申請のあった    年度 

整備補修事業（一般型）（緊急整備補修）交付金を下記のとおり交付することに決定したので通

知します。 

 

                                      記 

                                                                                 

１  整備補修事業（一般型）（緊急整備補修）に要する交付金は、次のとおり決定する。 

  

                                                   （単位：円） 

交付決定額 交付申請額 

 

 

 

 

 

 

２  実施要綱第 11 に基づき、毎年度の整備補修事業の実施結果を実施要領 13 の別紙様式７

により翌年度の４月末日までに、本会に報告しなければならない。 

 

３  適正化資金の交付を受けた者（事業実施者）は、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律（昭和 30 年法律第 179 号。以下「適化法」という。）、土地改良事業関係補助

金交付要綱（昭和 31 年８月 13 日付け 31 農地第 3966 号。）、土地改良施設維持管理適正

化事業実施要綱（昭和 52 年４月 20 日付け 52 構改Ｂ第 600 号。）及び土地改良施設維持管

理適正化事業実施要領（昭和 52 年４月 20 日付け 52 構改Ｂ第 601 号。）に従わなければな

らない。 

  

４ 適正化資金の交付を受けた者（事業実施者）は、適正化事業の収入及び支出に関する帳簿
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並びに全ての証拠書類を備え、適正化事業終了の翌年度から起算して５か年間整備保管し

なければならない。 

また、適正化資金の交付を受けた者（事業実施者）は、市町村からの助成の使途を明らか

にするとともに、他の経理と明確に区分し、常にその収支の状況を明らかにしなければな

らない。 

 

５ 事業実施者は、実績報告(適化法第 14 条の規定による報告をいう。)を行うに当たって、

当該補助金に係る消費税仕入控除税額(補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相

当額のうち、消費税法( 昭和 63 年法律第 108 号)に規定する仕入れに係る消費税として控

除できる部分の金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との

合計額に補助率を乗じて得た額をいう。以下同じ。)が明らかになった場合には、これを補

助金額から減額して報告しなければならない。 

 

６ 事業実施者は、実績報告の提出後に、消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入

控除税額が確定した場合には、その金額(実績報告において前記５により減額した場合にあ

っては、その金額が減じた金額を上回る部分の金額)を速やかに本会に報告するとともに、

その後の処理については本会の指示によるものとする。 

また、事業実施者は、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又

はない場合であっても、その状況等について、補助金等の額の確定の日の翌年６月 30 日ま

でに、本会に報告しなければならない。 

 

７ 県連合会は、上記４から６までを事業実施者への交付決定の際に通知し、啓発しなけれ

ばならない。 
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＜第１４条関係＞ 

 別紙様式第１２号（交付金の交付決定前着手届） 

番       号 

年   月   日 

  全国土地改良事業団体連合会会長 殿 

 

 

 

○○県土地改良事業団体連合会 

会長 

 

 

年度 整備補修事業（一般型）交付金の交付決定前着手届について 

 

 

交付金の交付決定前着手の必要が生じたので下記関係書面を添付のうえ提出します。 

 

 

                                      記 

 

 

１   年度整備補修事業（一般型）交付金の交付決定前着手届 

 

 

 

 

 

 

（施行注意） 

 整備補修事業（一般型）（緊急整備補修）、整備補修事業（連携管理保全型）、防災減

災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改める。 
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＜第１４条関係＞ 

 別紙様式第１２号添付（交付金の交付決定前着手届） 

番       号 

年   月   日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会 会長殿 

                                                 （事業実施主体名）○○○○ 

 

 

 年度 整備補修事業（一般型）交付金の交付決定前着手届 

 

土地改良施設維持管理適正化事業事務処理細則第 14 条の規定に基づき、別添実施計画に基づ

く適正化事業について、下記条件を了承の上、交付金の交付決定前に着手したいので、提出する。 

 

                                      記 

 

１ 交付金の交付決定を受けるまでの期間内に、天変地異等の事由によって実施した事業に損

失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。 

２ 交付金の交付決定を受けた交付金額が、交付申請又は交付申請予定額に達しない場合にお

いても､異議がないこと。 

３ 着手から交付金の交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変更は行わないこと。 

 

別添 

 

事業実施主体 

① 事業実施団体名 

② 加入年度 

③ 施設名 

整備補修の内容 着手予定年月日 完了予定年月日 理  由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施行注意） 

 整備補修事業（一般型）（緊急整備補修）、整備補修事業（連携管理保全型）、防災減災機能

等強化事業にあっては、当該事業名に改める。 
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＜第１５条第１項関係＞ 

  別紙様式第１３号（交付金の交付請求書） 

 

                                                                  番     号 

                                                                  年  月  日 

 

  全国土地改良事業団体連合会長 殿 

 

                                                  ○○県土地改良事業団体連合会 

                                                  会長 

 

               年度整備補修事業（一般型）交付金の交付請求書 

 

     年   月   日付け 第   号（及び  年  月  日付け第  号）
注)1

をもって交付決定通知のあった整備補修事業（一般型）について、申請のとおり事業を実施

したので、別添のとおり交付金明細書を添付のうえ、下記のとおり交付金の交付を請求致

します。 

 

                                      記 

 

                     金             円也 

 

（単位：千円） 

 
加 入 年 度 

 

○A            
交付目標額注)２ 

 

○B  
既 交 付 金 
請 求 額 

○C   
今回交付金 
請 求 額 

○A -(○B ＋○C ) 
差 引 額 

 

年度 
    

       〃     

       〃     

       〃     

       〃     

計     

 

（施行注意） 

整備補修事業（連携管理保全型）、防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改

める。 

 

 

注) 1 （ ）書きは交付決定通知が複数ある場合に記載し、それ以外の場合は削除する。 

2 交付決定額が変更となった場合は、「交付目標額」を「交付決定額」に変える。 
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別
添

 

交
 

付
 

金
 

明
 

細
 

書
 

 （
注

）
１

「
事

業
費

（
実

施
事

業
費

）
」

は
工

事
の

出
来
高

を
記

載
す

る
こ

と
。
 

２
「

交
付

金
明

細
書

」
は

、
１

地
区

毎
に

記
載

す
る

こ
と
。

ま
た

、
加

入
が

複
数

年
度
に

及
ぶ

場
合

は
、

「
備

考
」
の

欄
に

他
の

加
入

年
度

を
記
載

す
る

こ
と

。
 

加
 
入

 
年

 
度

 
土

 
地

 
改

 
良

 
区

 
等
 

団
 
体

 
名

 
事

 
業

 
加

 
入

 
施

 
設

 
名
 

事
 
業

 
費

 
（

実
施

事
業

費
）
 

交
 
付

 
金

 
額

 
加

 
入

 
事

 
業

 
費
 

 
備

 
考

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

円
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
円
 

 
 
 

 
 
 

 
 

円
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
加

入
年

度
毎

計
 

 
 

 
 

 

計
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＜第１５条第１項関係＞ 

別紙様式第１３号の２（交付金の交付請求書（緊急整備補修）） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  全国土地改良事業団体連合会長 殿 

 

○○県土地改良事業団体連合会 

会長 

 

年度 整備補修事業（一般型）（緊急整備補修）交付金の交付請求書 

 

     年   月   日付け   第   号（及び   年   月   日付

け第   号）注）をもって、交付決定通知のあった整備補修事業について、申請のとおり

事業を実施したので、別添のとおり交付金明細書を添付のうえ、下記のとおり交付金の交

付を請求致します。 

 

 

記 

 

金             円也 

（単位：円） 

Ａ 

交 付 目 標 額 

Ｂ 既 交 付 金 

請 求 額 

Ｃ 今 回 交 付 金 

請 求 額 

  Ａ－（Ｂ＋Ｃ） 

差 引 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）（ ）書きは交付決定通知が複数ある場合に記載し、それ以外の場合は削除する。 
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別
添
 

 

交
 

付
 

金
 

明
 

細
 

書
 

 （
注

）
１

「
事

業
費

（
実

施
事

業
費
）

」
は

工
事

の
出

来
高

を
記
載

す
る

こ
と

。
 

２
「

交
付

金
明

細
書

」
は

、
１

地
区
毎

に
記

載
す

る
こ

と
。

ま
た
、

加
入

が
複

数
年

度
に

及
ぶ
場

合
は

、
「

備
考

」
の

欄
に
他

の
加

入
年

度
を

記
載

す
る
こ

と
。
 

加
 
入
 

年
 
度
 

土
 
地

 改
 良

 
区
 
等
 

団
 
体

 名
 

事
 
業

 加
 入

 
施
 
設

 名
 

事
 
業

 費
 

（
実

施
事

業
費

）
 

交
 
付

 金
 額

 
加

 
入

 事
 業

 
費
 

 
備

 
考
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
  
 
 

 
 

円
 

 
 
 
 
 
  
 
 

 
 
円
 

 
 
 
 
 
 
 
 
円
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
加

入
年

度
毎

計
 

 
 

 
 

 

計
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＜第１６条第２項関係＞ 

別紙様式第１４号（事業費交付金の交付通知） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

  年度 整備補修事業（一般型）交付金交付について（通知） 

 

 

年   月   日付け  第   号で請求のあった標記事業の交付金を下記

のとおり交付することとし、別途送金したので、通知します。 

 

 

記 

 

 

今回の交付額  金             円也 

 

（内訳） 

 （単位：千円） 

加入年度 
Ａ 

交 付 目 標 額  

Ｂ 

既 交 付 額 

Ｃ 

今 回 交 付 額  

Ａ－（Ｂ＋Ｃ） 

差 引 額 

年度 
    

〃     

〃     

〃     

〃     

計     

 

 

（施行注意） 

 整備補修事業（連携管理保全型）、防災減災機能等強化事業にあっては、当該事業名に改

める。 
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＜第１６条第２項関係＞ 

別紙様式第１４号の２（交付金の交付通知（緊急整備補修）） 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○県土地改良事業団体連合会長 殿 

 

 

全国土地改良事業団体連合会 

会長 

 

 

年度 整備補修事業(一般型)（緊急整備補修）交付金の交付について（通知） 

 

 

   年   月   日付け  第   号で請求のあった標記事業の交付金を下記の

とおり交付することとし、別途送金したので、通知します。 

 

 

記 

 

金             円 

                                                                      （単位：円） 

Ａ 
交 付 目 標 額 

Ｂ 
既 交 付 額 

Ｃ 
今 回 交 付 額 

Ａ－（Ｂ＋Ｃ） 
差 引 額 
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別
記

１
 

 
緊

急
整

備
補

修
（

一
般

型
）

（
緊

急
整

備
補

修
）

に
係

る
様

式
は

、
次

の
よ

う
に

改
め

る
も

の
と

す
る

。
 

N
o
.
 

手
 
続

 
根

 
拠

 
様

 
式

 
番

 
号

 
改

め
る

部
分

 
改

 
 
 

め
 

 
 
る

 
 
 
内

 
 
 
容

 

  
１

 

  
２

 

 第
7
条

第
1
項

 
第

7
条

第
2
項

 
 第

7
条

第
1
項

 
  

 別
紙

様
式

第
1
号

 
別

紙
様

式
第

2
号

 
 別

紙
様

式
第

1
号

 
  

 件
名

､
 

  記
 

  

 
「

整
備

補
修

事
業

（
一

般
型

）
」

を
「

整
備

補
修

事
業

（
一

般
型

）
（

緊
急

整
備

補
修

）
」

に
改

め
る

。
 

 「
拠

出
金

の
明

細
」

は
、

初
年

度
分

の
み

と
し

、
別

紙
は

削
除

す
る

。
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別
記

２

施
設

改
善

対
策

事
業

に
係

る
様

式
は

、
次

の
よ

う
に

改
め

る
も

の
と

す
る

。

N
o
.

手
続

根
拠

様
式

番
号

改
め

る
部

分
改

め
る

内
容

第
7
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
号

件
名

1
第

7
条

第
2
項

別
紙

様
式

第
2
号

件
名

第
7
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
号

の
別

紙
表

題

第
8
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
3
号

件
名

第
9
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
4
号

件
名

「
整

備
補

修
事

業
（

一
般

型
）
」

を
「

施
設

改
善

対
策

事
業

」
に

改
め

る
。

別
紙

様
式

第
4
号

の
添

付
表

題

第
9
条

第
2
項

別
紙

様
式

第
5
号

件
名

第
9
条

第
3
項

別
紙

様
式

第
6
号

件
名

第
9
条

第
4
項

別
紙

様
式

第
7
号

件
名

第
1
0
条

別
紙

様
式

第
9
号

件
名

、
記

第
1
2
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
0
号

件
名

第
1
3
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
1
号

件
名

第
1
4
条

別
紙

様
式

第
1
2
号

件
名

、
記

第
1
4
条

別
添

様
式

第
1
2
号

添
付

件
名

第
1
5
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
3
号

件
名

第
1
6
条

第
2
項

別
紙

様
式

第
1
4
号

件
名

2
第

7
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
号

の
別

紙
記

「
（

拠
出

金
の

明
細

）
加

入
年

度
別

の
年

度
」

を
3
カ

年
に

改
め

る
。

3
第

9
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
4
号

の
別

紙
表

「
左

の
年

次
別

実
施

計
画

」
の

第
4
年

度
、

第
5
年

度
を

削
る

。

第
8
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
3
号

記

4
第

1
3
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
1
号

記
「

加
入

年
度

」
を

3
カ

年
に

改
め

る
。

第
1
5
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
3
号

記

第
1
5
条

第
2
項

別
紙

様
式

第
1
4
号

記

5
第

1
0
条

別
紙

様
式

第
9
号

記
「

内
訳

（
1
）

事
業

費
賦

課
金

（
加

入
年

度
別

内
訳

）
を

3
カ

年
に

改
め

る
。

6
第

1
2
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
0
号

記
、

別
表

「
加

入
年

度
別

内
訳

」
及

び
「

別
表

地
区

別
交

付
額

」
を

3
カ

年
に

改
め

る
。

7
第

9
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
4
号

記
「

そ
の

他
」

に
土

地
改

良
施

設
改

善
計

画
を

加
え

る
。

8
第

1
3
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
1
号

の
2

記
の

3
「

施
設

改
善

対
策

事
業

実
施

要
領

（
昭

和
6
2
年

５
月

2
0
日

付
け

6
2
構

改
B
第

5
0
0
号

。
）
」

を
加

え
る

。
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別
記

３

安
全

管
理

施
設

整
備

対
策

事
業

に
係

る
様

式
は

、
次

の
よ

う
に

改
め

る
も

の
と

す
る

。

N
o
.

手
続

根
拠

様
式

番
号

改
め

る
部

分
改

め
る

内
容

第
7
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
号

件
名

1
第

7
条

第
2
項

別
紙

様
式

第
2
号

件
名

第
7
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
号

の
別

紙
表

題

第
8
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
3
号

件
名

第
9
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
4
号

件
名

「
整

備
補

修
事

業
（

一
般

型
）
」

を
「

安
全

管
理

施
設

整
備

対
策

事
業

」
に

改
め

る
。

別
紙

様
式

第
4
号

の
添

付
表

題

第
9
条

第
2
項

別
紙

様
式

第
5
号

件
名

第
9
条

第
3
項

別
紙

様
式

第
6
号

件
名

第
9
条

第
4
項

別
紙

様
式

第
7
号

件
名

第
1
0
条

別
紙

様
式

第
9
号

件
名

、
記

第
1
2
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
0
号

件
名

第
1
3
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
1
号

件
名

第
1
4
条

別
紙

様
式

第
1
2
号

件
名

、
記

第
1
4
条

別
添

様
式

第
1
2
号

添
付

件
名

第
1
5
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
3
号

件
名

第
1
6
条

第
2
項

別
紙

様
式

第
1
4
号

件
名

2
第

7
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
号

の
別

紙
記

「
（

拠
出

金
の

明
細

）
加

入
年

度
別

の
年

度
」

を
3
カ

年
に

改
め

る
。

3
第

9
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
4
号

の
別

紙
表

「
左

の
年

次
別

実
施

計
画

」
の

第
4
年

度
、

第
5
年

度
を

削
る

。

第
8
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
3
号

記

4
第

1
3
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
1
号

記
「

加
入

年
度

」
を

3
カ

年
に

改
め

る
。

第
1
5
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
3
号

記

第
1
5
条

第
2
項

別
紙

様
式

第
1
4
号

記

5
第

1
0
条

別
紙

様
式

第
9
号

記
「

内
訳

（
1
）

事
業

費
賦

課
金

（
加

入
年

度
別

内
訳

）
を

3
カ

年
に

改
め

る
。

6
第

1
2
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
0
号

記
、

別
表

「
加

入
年

度
別

内
訳

」
及

び
「

別
表

地
区

別
交

付
額

」
を

3
カ

年
に

改
め

る
。

7
第

9
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
4
号

記
「

そ
の

他
」

に
安

全
管

理
施

設
整

備
計

画
を

加
え

る
。

8
第

1
3
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
1
号

の
2

記
の

3
「

安
全

管
理

施
設

整
備

対
策

事
業

実
施

要
領

（
平

成
2
9
年

3
月

3
1
日

付
け

2
8
農

振
第

2
1
5

5
号

）
」

を
加

え
る

。
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別
記

４

安
全

管
理

施
設

整
備

対
策

事
業

緊
急

整
備

補
修

に
係

る
様

式
は

、
次

の
よ

う
に

改
め

る
も

の
と

す
る

。

N
o
.

手
続

根
拠

様
式

番
号

改
め

る
部

分
改

め
る

内
容

1
第

7
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
号

件
名

第
7
条

第
2
項

別
紙

様
式

第
2
号

件
名

「
整

備
補

修
事

業
（

一
般

型
）
（

緊
急

整
備

補
修

）
」

を
「

安
全

管
理

施
設

整
備

対
策

第
9
条

第
5
項

別
紙

様
式

第
8
号

件
名

事
業

（
緊

急
整

備
補

修
）
」

に
改

め
る

。
第

9
条

第
5
項

別
紙

様
式

第
8
号

の
2

件
名

第
1
0
条

別
紙

様
式

第
9
号

の
3

件
名

、
記

第
1
2
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
0
号

の
2

件
名

第
1
3
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
1
号

の
2

件
名

、
本

文
、

記
第

1
4
条

別
紙

様
式

第
1
2
号

件
名

、
記

第
1
4
条

別
紙

様
式

第
1
2
号

の
添

付
件

名
第

1
5
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
3
号

の
2

件
名

第
1
6
条

第
2
項

別
紙

様
式

第
1
4
号

の
2

件
名

第
7
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
号

記
「

拠
出

金
の

明
細

」
は

初
年

度
の

み
と

し
、

別
紙

は
削

除
す

る
。

2
第

9
条

第
5
項

別
紙

様
式

第
8
号

記
７

「
土

地
改

良
施

設
の

診
断

・
管

理
指

導
結

果
調

書
」

を
「

安
全

管
理

施
設

整
備

計
画

」
に

改
め

る
。

7
第

1
3
条

第
1
項

別
紙

様
式

第
1
1
号

の
2

記
の

３
安

全
管

理
施

設
整

備
対

策
事

業
実

施
要

領
（

平
成

2
9
年

３
月

3
1
日

付
け

2
8
農

振
第

2
1
5
5

号
。
）

を
付

け
加

え
る

。
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